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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 

1.  商号 

Japan Alternative Market 株式会社 

 

2.  登録年月日（登録番号） 

2024 年 11 月５日（関東財務局長（金商）第 3440 号） 

 

3.  沿革及び経営の組織 

(1) 会社の沿革 

年 月 沿 革 

2023 年９月 会社設立（所在地：東京都千代田区平河町） 

2024 年 3 月 東京都中央区日本橋兜町に移転 

2024 年 11 月 

関東財務局における第一種金融商品取引業の登録が完了 

日本投資者保護基金へ加入 

私設取引システム（PTS）運営業務に係る認可取得 

2024 年 12 月 
日本証券業協会へ加入 

私設取引システム（PTS）運営を開始 

 

(2) 経営の組織 
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4.  株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び 

総株主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏 名 又 は 名 称 保 有 株 式 数 
議決権の

数の割合 

F inStadiumX 株式会社 普通株式 60,000 株 44.28％ 

楽 天 証 券 

ホールディングス株式会社 

普通株式 

A 種無議決権株式 

15,500 株 

24,500 株 
11.44％ 

ドコモマネックス 

ホールディングス株式会社 

普通株式 

A 種無議決権株式 

20,000 株 

20,000 株 
14.76％ 

三菱 UFJ e スマート証券株式会社 
普通株式 

A 種無議決権株式 

20,000 株 

20,000 株 
14.76％ 

GMO フィナンシャル 

ホールディングス株式会社 
普通株式 10,000 株 7.38％ 

み ず ほ 証 券 株 式 会 社 普通株式 10,000 株 7.38％ 

計 ６ 名 
普通株式 

A 種無議決権株式 

135,500 株 

64,500 株 
100.00％ 

 

5.  役員の氏名又は名称 

役 職 名 氏 名 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役 CEO 亀 井  雄 也 有 常 勤 

取 締 役 チョン・チャン・ソク 無 非常勤 

取 締 役 ブライス・ケリ ー 無 非常勤 

取 締 役 市 原  敬 介 無 非常勤 

取 締 役 井 谷  幸 介 無 非常勤 

取 締 役 相 川   浩 無 非常勤 

監 査 役 近 藤  亮 作 無 非常勤 

 

6. 政令で定める使用人の氏名 

金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の 

氏名 

氏 名 役 職 名 

久 山  美 香 
CCO 兼法規管理部長 

内部管理統括責任者 
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7. 業務の種別 

金融商品取引法第 28 条第 1 項第 4 号に掲げる行為に係る業務 

 

8.  本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

名 称 所 在 地 

本 店 
東京都中央区日本橋兜町８番１号 

兜町第４平和ビル FinGATE TERRACE 

 

9.  他に行っている事業の種類 

該当事項はありません。 

 

10. 苦情処理及び紛争解決の体制 

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）との間で 

特定第一種金融商品取引業務に係る手続実施基本契約を締結しております。 

 

11. 加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

金融商品取引業協会：日本証券業協会 

認定投資者保護団体：特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

 

12. 会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

該当事項はありません。 

 

13. 加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

 

1. 当期の業務の概要 

当事業年度における世界経済は、緩やかな成長を維持したものの、米国新政権による通

商政策の進展やサプライチェーンの再構築、さらにはウクライナおよび中東情勢の長期

化に伴うエネルギー価格の不安定化など、不透明感の強い状況で推移いたしました。  

国内経済におきましては、高水準の賃上げが継続した一方で、物価高による個人消費へ

の影響が見られました。しかしながら、日本銀行の政策転換により「金利のある世界」

へ本格的に移行したことで、デフレ脱却に向けた構造変化が鮮明となりました。企業部

門では、コスト増に直面しつつも円安を背景とした輸出企業の好業績に加え、国内回帰

が進む半導体産業を中心とした設備投資の拡大により、業績は概ね堅調に推移いたしま

した。 

こうした環境下、証券市場では生成 AI の社会実装加速に伴う半導体およびデータセン

ター関連銘柄が相場を力強く牽引いたしました。また、2025 年 10 月に発足した新政権

の経済政策に対する期待感から投資家心理が好転し、売買代金が急速に拡大いたしまし

た。加えて、新 NISA 制度の定着による中長期的な資産形成の動きも着実に進展し、わ

が国の証券市場全体は活況を呈しました。 

 

当社は、PTS（私設取引システム）の運営を目的として 2023 年 9 月に設立され、2024

年 11 月に第一種金融商品取引業の登録完了および同 12 月に PTS 運営の認可を取得いた

しました。当事業年度は実質的な運営開始の初年度となりましたが、上期は事業立ち上

げに伴うシステム費用等の先行投資もあり収益は伸び悩んだものの、下期には営業努力

が結実し、業績は着実に好転いたしました。2025 年 10 月以降は、特にリテール層の積

極的な投資行動にも支えられ、証券市場の活況を捉えて取引高が大幅に増加し、収益は

飛躍的に改善いたしました。 

この結果、当事業年度の業績は、営業収益 1,296 百万円、営業利益 16 百万円、経常利

益 17 百万円となり、当期純利益は 8 百万円と、通期での黒字を達成いたしました。 

 

2. 業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移 

（単位：百万円、千株） 

 2023 年 12 月期 2024 年 12 月期 2025 年 12 月期 

資 本 金 50 1,000 1,000 

発行済株式総数 10 200 200 

営 業 収 益 - 1 1,296 

（受 入 手 数 料） - - 1,221 

（その他の営業収益） - 1 74 

純 営 業 収 益 - 1 1,296 

経 常 損 益 △2 △241 17 

当 期 純 損 益 △2 △242 8 
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(2) 有価証券引受・売買等の状況 

該当事項はありません。 

 

(3) その他業務の状況 

該当事項はありません。 

 

(4) 自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 2023 年 12 月期 2024 年 12 月期 2025 年 12 月期 

自 己 資 本 規 制 比 率 

（Ａ／Ｂ×100） 
4,850.0％ 1,950.0% 432.2% 

固定化されていない自己資本

（Ａ） 
97 1,197 1,245 

リ ス ク 相 当 額（Ｂ） 2 61 288 

 

市場リスク相当 額 - - - 

取引先リスク相当額 1 24 33 

基礎的リスク相当額 1 36 254 

暗号等資産等による控除額 - - - 

 

(5) 使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 

 2023 年 12 月期 2024 年 12 月期 2025 年 12 月期 

使 用 人 0 14 19 

（うち外務員） 0 5 7 

（注） 2025 年 12 月末現在における常時使用する従業員の数は 19 名であります。 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 

1.  経理の状況 

(1) 貸借対照表 

（単位：千円） 

科 目 

2024 年 12 月

期（2024 年

12 月 31 日） 

2025 年 12 月

期（2025 年

12 月 31 日） 

 科 目 

2024 年 12 月

期（2024 年 12

月 31 日） 

2025 年 12 月

期（2025 年

12 月 31 日） 

（資産の部）    （負債の部）   

流 動 資 産 1,558,345 1,454,880  流 動 負 債 356,492 149,612 

現金及び預金 1,488,277 1,134,718  預 り 金 2,225 948 

前 払 費 用 4,474 59,802  未 払 金 336,979 29,079 

未 収 入 金 64,383 684  未 払 費 用 5,916 37,458 

未 収 収 益 1,210 259,674  未払法人税等 11,370 17,410 

固 定 資 産 553,230 458,213  賞与引当金 - 20,750 

有形固定資産 - 2,652  未払消費税 - 43,964 

工具器具備品 - 2,652  負 債 合 計 356,492 149,612 

無形固定資産 546,282 447,946  （純資産の部）   

ソフトウェア - 447,946  株 主 資 本 1,755,083 1,763,481 

ソフトウェア仮勘定 546,282 -  資 本 金 1,000,000 1,000,000 

投資その他の資産 6,948 7,615  資本剰余金 1,000,000 1,000,000 

差入保証金 558 1,625  資本準備金 1,000,000 1,000,000 

長期前払費用 1,950 1,550  利益剰余金 △ 244,916 △ 236,518 

敷 金 4,440 4,440  その他利益剰余金 △ 244,916 △ 236,518 

    純資産合計 1,755,083 1,763,481 

資 産 合 計 2,111,576 1,913,093  負債・純資産合計 2,111,576 1,913,093 
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(2) 損益計算書 

（単位：千円） 

科 目 

2024 年 12 月期 

（自 2024 年 1 月 1 日 

至 2024 年 12 月 31 日） 

2025 年 12 月期 

（自 2025 年 1 月 1 日 

至 2025 年 12 月 31 日） 

営 業 収 益 1,100 1,296,432 

受 入 手 数 料 - 1,221,588 

その他の営業収益 1,100 74,844 

純 営 業 収 益 1,100 1,296,432 

販売費及び一般管理費 243,169 1,280,298 

取 引 関 係 費 18,982 704,759 

人 件 費 125,125 330,456 

不 動 産 関 係 費 13,842 16,373 

事 務 費 267 325 

減 価 償 却 費 - 113,154 

租 税 公 課 17,862 14,236 

そ の 他 67,088 100,993 

営 業 損 益 △242,069 16,133 

営 業 外 収 益 70 1,217 

経 常 損 益 △241,998 17,350 

税引前当期純損益 △241,998 17,350 

法人税、住民税及び事業税 870 8,953 

当 期 純 損 益 △242,869 8,397 
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(3) 株主資本等変動計算書 

 

2024 年 12 月期 （自 2024 年 1 月 1 日 至 2024 年 12 月 31 日） 

（単位：千円） 

 

株主資本 

純資産 

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金 

合計 

その他 

利益剰余金  

利益剰余金 

合計 
繰越 

利益剰余金 

当期首残高 50,000 50,000 50,000 △ 2,046 △ 2,046 97,953 97,953 

当期変動額        

新株の発行 950,000 950,000 950,000 -  -  1,900,000 1,900,000 

当期純損失 -  -  -  △ 242,869 △ 242,869 △ 242,869 △ 242,869 

当期変動額合計 950,000 950,000 950,000 △ 242,869 △ 242,869 1,657,130 1,657,130 

当期末残高 1,000,000 1,000,000 1,000,000 △ 244,916 △ 244,916 1,755,083 1,755,083 

 

2025 年 12 月期 （自 2025 年 1 月 1 日 至 2025 年 12 月 31 日） 

（単位：千円） 

 

株主資本 

純資産 

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金 

合計 

その他 

利益剰余金  

利益剰余金 

合計 
繰越 

利益剰余金 

当期首残高 1,000,000 1,000,000 1,000,000 △ 244,916 △ 244,916 1,755,083 1,755,083 

当期変動額        

当期純利益 -  -  -  8,397 8,397 8,397 8,397 

当期変動額合計 -  -  -  8,397 8,397 8,397 8,397 

当期末残高 1,000,000 1,000,000 1,000,000 △ 236,518 △ 236,518 1,763,481 1,763,481 
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【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

項 目 

2024 年 12 月期 

（自 2024 年 1 月 1 日 

至 2024 年 12 月 31 日） 

2025 年 12 月期 

（自 2025 年 1 月 1 日 

至 2025 年 12 月 31 日） 

資産の評価基準

及び評価方法 

該当事項はありません。 同左 

固定資産の 

減価償却の方法 

該当事項はありません。 （1） 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、主な耐

用年数は次の通りであります。 

器具・備品 4 年～5 年 

（2） 無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（5 年間）に基

づく定額法を採用しております。 

引当金の 

計上基準 

該当事項はありません。 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、

支給対象期間に応じた支給見込額を計上

しております。 

収益及び費用の

計上基準 

当社と顧客との契約から生じる収益に関

する主要な事業における主な履行義務の

内容及び当該履行義務を充足する通常の

時点（収益を認識する通常の時点）は以下

のとおりであります。 

回線料収入に係る収益は、主に顧客との契

約等に基づいて ネットワークサービスを

提供する履行義務を負っております。この

ようなサービスの提供については、顧客に

よるサービスの検収時点で履行義務が充

足されると判断し、当該サービスの検収時

点で収益を認識しております。 

当社と顧客との契約から生じる収益に関

する主要な事業における主な履行義務の

内容及び当該履行義務を充足する通常の

時点（収益を認識する通常の時点）は以下

のとおりであります。 

当社は、私設取引システム（PTS）による

有価証券の売買の媒介等のサービスを行

っており、顧客との契約に基づいて PTS

サービスを提供する履行義務を負ってお

ります。当該サービスの提供については、

顧客にサービスの提供がなされた一時点

において履行義務が充足されると判断し、

その一時点において収益を認識しており

ます。 
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【貸借対照表に関する注記】 

項目 

2024 年 12 月期 

（自 2024 年 1 月 1 日 

至 2024 年 12 月 31 日） 

2025 年 12 月期 

（自 2025 年 1 月 1 日 

至 2025 年 12 月 31 日） 

有形固定資産の 

減価償却累計額 

該当事項はありません。 1,168 千円 

偶発債務 株式会社日本証券クリアリング機構（以

下、「クリアリング機構」という。）と締結

した「損失補償契約書」に基づき、現物取

引の清算業務に関し、クリアリング機構

の清算参加者による損失補償対象債務の

不履行が生じたこと、または不履行の恐

れが生じたことに起因して、クリアリン

グ機構に生じた損失に対して、債務不履

行が発生した時点における当社の損失補

償限度額と他市場等損失補償限度額の比

率により按分して、当該損失を補償する

こととなっております。クリアリング機

構に対する当社の当事業年度末における

損失補償限度額は 564,362 千円であり

ます。 

同左 

関係会社に対する

金銭債権及び金銭

債務 

該当事項はありません。 短期金銭債務  27,050 千円 

 

【損益計算書に関する注記】 

項目 

2024 年 12 月期 

（自 2024 年 1 月 1 日 

至 2024 年 12 月 31 日） 

2025 年 12 月期 

（自 2025 年 1 月 1 日 

至 2025 年 12 月 31 日） 

関係会社との 

取引高 

該当事項はありません。 営業取引による取引高 690,574 千円 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

項目 

2024 年 12 月期 

（自 2024 年 1 月 1 日 

至 2024 年 12 月 31 日） 

2025 年 12 月期 

（自 2025 年 1 月 1 日 

至 2025 年 12 月 31 日） 

当事業年度末にお

ける発行済株式の

種類及び総数 

普 通 株 式  135,500 株 

A 種 無 議 決 権 株 式   64,500 株 

普 通 株 式  135,500 株 

A 種 無 議 決 権 株 式   64,500 株 
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2.  借入金の主要な借入先及び借入金額 

該当事項はありません。 

 

3.  保有する有価証券の取得価額、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

 

4.  デリバティブ取引の契約価額、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

 

5.  財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

当社は、2025 年 12 月期において、会社法第 436 条第 2 項第 1 号の規定に準じて、

EY 新日本有限責任監査法人による会計監査を受け、同監査法人より適正意見の監査報告

書を受領しております。 

 

 

Ⅳ．管理の状況 

 

1.  内部管理の状況の概要 

当社は、内部管理統括責任者の指揮・監督の下、法令諸規則を遵守した業務の推進、及

び会社全体の内部管理態勢の整備に努めております。内部管理統括責任者は会社全体の業

務の遂行状況を監視し、営業部門と業務部門に配置された内部管理責任者は、所属部署の

日々の業務の中で法令諸規則を遵守した業務活動の遂行状況を監視し、必要に応じて内部

管理統括責任者へ報告する体制となっております。一方で被監査部門から独立した内部監

査室が定期的に内部管理体制を点検・評価しております。 

内部管理統括責任者は、当社の事業年度毎にコンプライアンス・プログラムを作成し、

リスク・コンプライアンス委員会へ上申し、決裁を仰ぎます。リスク・コンプライアンス

委員会は、その他、当社の内部管理態勢における重要なリスクに係る事項を検証、議論し、

必要な決裁を行う会議体であり、代表取締役及び執行役員等から構成されています。IT ガ

バナンス委員会は、業務運用のためのシステムに係る全ての管理態勢及びリスク管理につ

いて検証、議論し、必要な決裁を行う会議体となっています。 

役職員に法令順守及び倫理的行動の周知徹底を図るために、法規管理部は、当社の業務

に関連する法令諸規則の改正や、監督当局からの周知事項を役職員に迅速に共有するとと

もに、社内規程の適切な管理運営を行っています。さらに役職員の教育のために年二回以

上行うコンプライアンス研修を含め、適宜研修を実施していくこととしております。 
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2.  分別管理等の状況 

(1) 金融商品取引法第 43 条の２の規定に基づく分別管理の状況 

該当事項はありません。 

 

(2) 金融商品取引法第 43 条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 

 

(3) 金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

 

1.  当社及びその子会社等の集団の構成 

該当事項はありません。 

 

2.  子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

該当事項はありません。 

 

 

以 上 


